
一般会計補正の主なもの
（歳入）

（歳出）

◆子ども・子育て支援施設整備交付金

◆上山田木城地区法面対策事業費負担金

　令和６年度一般会計予算の工業団地整備事業費に対して、減額を求める修正予算案が
議員より提出されました。委員会の採決の結果は、賛成多数で可決となりました。

議案第１４号
特別会計の一部を改正する条例

議案第３０号
キャンプ村の指定管理者の指定

【提出された主な理由】

～本会議では、下記の討論がなされました～

減額に賛成の主な理由

賛成の主な理由

減額に反対の主な理由

反対の主な理由 反対の主な理由

・財政負担にならないよう計画見直しを求める。
・令和５年度決算を見て判断しては。
・造成工事をしなくても企業誘致可能な土地が
 あるのでは。

・工業団地の売却予定はない。塩漬けになら
  ないよう売却見込みを立てるべき。
・既存企業の転出防止の取り組みが先決。

・特別会計の設置は、今後の事業展開に
   メリットがある。
・工業団地整備計画の際素早く対応できる。

賛成の主な理由

・１年間の休業は、大きな損害。早期再開を求める。
・利用者や地元地域は、１日も早い再開を求めて
   いる。

・審査請求の結論がでるまで、直営での営業を
　求める。
・管理者を指定すべきでない。

・半導体関連投資の受け皿になる。
・工業団地を整備し、自主財源の確保を。
・有利な財源が使える今、投資をすべきである。
・交付税に頼らない財政を確立すべき。

　嘉麻市の経常収支比率は、102.5％と県内60団体の中では唯一100％を超えている。工業団地
整備が必要であると理解するが、当初予算で計上するのではなく、令和５年度決算の経常収支比率
と財政支出等を見極めた上で実施すべき。
　以上の理由により、工業団地整備事業費を減額する修正案を提案する。

◆放課後児童支援員報酬

◆プール管理費

4,747万円

3,413万円

△4,061万円

△2,942万円

※千円以下切り捨て

11億　715万円
317億6,615万円

△490万円
5２億7,759万円
2億3,053万円
57億9,257万円

△666万円
6億8,997万円
△558万円
3,688万円
2,035万円

6億8,408万円
4億2,848万円

４46億7,575万円

一  般  会  計
総　額

国民健康保険特別会計
総　額

介護保険特別会計
総　額

後期高齢者医療特別会計
総　額

住宅新築資金会計
総　額

水道事業会計
収 益 的 支 出
資 本 的 支 出
６会計総額

3月補正予算3月補正予算

激論！！激論！！

●議会運営委員会
２月１５日　３月定例会の日程調整等協議
２月２２日　陳情書等を協議
３月１３日　定例会最終日の日程調整等協議

●議会運営委員会
２月１５日　３月定例会の日程調整等協議
２月２２日　陳情書等を協議
３月１３日　定例会最終日の日程調整等協議

●広報編集特別委員会
１月３０日　議会広報編集　　
２月１５日　議会広報編集
２月２７日　議会広報編集　　
３月１１日　議会広報編集
３月１２日　議会広報編集　　
３月１５日　議会広報編集
３月２２日　議会広報編集　　
４月　２日　議会広報編集　　
４月１１日　議会広報編集

●議会改革に関する調査特別委員会
２月２７日　議会報告会実行委員会の報告

●議会改革に関する調査特別委員会
２月２７日　議会報告会実行委員会の報告

●行財政改革に関する調査特別委員会
３月 ７日　継続審査案件の審査

●行財政改革に関する調査特別委員会
３月 ７日　継続審査案件の審査
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4議会だより　かまし（72号）5 議会だより　かまし（72号）


